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現在，多くの企業により 1S014001の認証取得1)が行われている。これは，

環境問題に対する企業の取り組みが積極的に行われていることを示すものであ

り，実際，国内における 1S014001の認証取得件数は， 1996年の発行開始以後，

増加しつづけており， 20674件 (2006年5月末タ日本規格協会調べ)に達して

いる。

その内訳は取得件数の多い順に，電気機械，一般機械，化学工業，精密機械，

輸送用機械，サービス業，総合工事業，鉄鋼業，ゴム・プラスチック製品，食

料品製造業，窯業・土石製品，廃棄物処理業，金属製品製造業，地方自治体，

運輸業・鉄道業，その他，となっている。一見して明らかなように，取得の行

われている業界は極めて多様である。こうした幅広い産業における認証取得の

理由には，環境問題の多様化・複雑化・広範化といった問題の質的変化によっ

て，業界の区分なく環境問題への取り組みが要求されるようになっている側面

がある。また，問題の変化に伴い，企業を取り巻く多様なステイクホルダーの

環境問題への関心の高まりから 環境問題に取り組むことによるピジネス機会

の獲得を目的とした企業の市場戦略として認証取得が行われているとも考えら

1) IS014001とは，国際標準化機構 (IS0)によって作られた環境管理システムに関する規格で

あり，日本では1996年からその発行が開始された。 IS014001に関する内容，成立の背景につい

ては山口 [2000]，佐々木 [1997]，黒揮 [2001]等参照。
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れる。環境問題が広範化・多様化したため， 1国レベルでの規制的な手法の限

界が指摘される中，認証取得などの企業の自主的な環境問題への取り組みによ

る環境負荷の削減による効果は注目が寄せられている。このような企業の自主

的行動がどのようなインセンティプによって行われるのか，またそうした行動

は社会的に望ましいものとなるのか，という問題について本論では IS014001

の認証取得を中心に分析を行う。

既存研究において2)，IS014001認証取得件数の多さの理由には，企業イ

メージの向上，取引上の有利(グリーンパスポート)，環境リスク管理，汚染

の防止，事業活性化効果，コスト削減効果，将来の企業経営に不可欠であると

いうトップの認識などが指摘されている。また，日本企業における取得が多い

理由としては，日本企業の横並び的体質，品質管理規格である IS09000の認

証取得に乗り遅れたとし、う過去の経験によるもの，また環境配慮に積極的な

ヨーロッパ諸国では IS014001以外に EMASが存在していることなどが挙げ

られている。

一方で，認証取得については，幾つかの間題点も存在する。 1つは，システ

ムに関する規格であり，実際にその企業がどの程度環境配慮を行うかという数

値目標は自主的に決定されるということである。これは， IS014001が全世界

において取得可能であるように配慮された結果とされているが，消費者や取引

相手となる企業には生産者の環境配慮がどのような内容・水準であるかという

点については認証の有無しか分からないという問題が生じる。 IS014001がシ

ステムに関する規格である点をについて，企業が全社的に環境問題に取り組む

際に非常に効果的であるという主張も多くなされるが，一方で，消費者や取引

企業に与える情報は取り組み内容についてなどは開示されていないため限定的

なものとならざるをえない。ヨーロッパにおいて中心的に取得されている環境

2) 黒沢 [2001]，地代編 [1998]，中小企業研究センター [2002]，三井情報開発(株)総合研究所

[2000]参照。また，園部 [1999]では，中小企業における IS014001認証取得の経営上の効果

が説明されている。
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管理規格EMASでは情報開示(環境報告書の作成)が義務づけられているの

に対し， ISOでは環境方針のみが公表を義務づけられている O

その他の問題点としては，中小企業におけるお014001の認証取得はそれほ

ど普及していないという点である九中小企業において認証が積極的に行われ

ない理由としては，黒津 [2001Jでは取得における審査費用，人材不足が挙げ

られている。

既存の研究においては， IS014001や EMASなどの認証取得に関して多く

の実証研究が存在しているぺ一方で， IS014001のようなシステムに関する

規格の認証取得に関する理論的研究は少ない。経済理論において認証取得に関

連する議論は， Akerlof [1970Jの研究によって中心的に扱われた情報の非対

称性の問題から生じたものである。財の取引における売り手と買い手の聞に品

質に関する情報の非対称が存在する場合に，どのようにこれを解消するかとい

う問題に対して， Viscusi [1978J は，財の品質についての認証を導入するこ

とで問題を改善しうるという考えを提示した。ただし，この認証取得による情

報の非対称の解決では，財の品質がある 1つの基準を超えているかどうかとい

う対策ではなく，基準が複数作られることがより品質についての情報を明らか

にするという考え方が用いられており，その点ではシステムに関する規格であ

るIS014001とは異なる九

また，認証取得は自主的にその取得をするかどうかの意志決定が可能である

ため，直接規制メカニズムや， MQSの議論とも異なる。さらに，これらの規

制では，基準を満たしていない企業に罰則を科す，または市場から排除するこ

とを可能とするが， IS014001の場合，取得を行わないことで罰則を課される

3) 国内における中小企業の割合は企業数では全体の99.4%を占め 従業員数も農林水産業以外

で働く人の約3人に2人が中小企業の経営者または従業員である。認証取得について事業所レベ

ルでは，中小企業研究センター [2002]によると， r仮に認証を取得した事業所のうち1000事業
所が中小企業であったとしても，国内には約618万の中小事業所が存在するため，これを母数と

する認証取得率はわずか0.016%にしか過ぎない (25ページ)Jとされている。

4) IS014001， EMASなどの認証取得に関する実証研究は盛んに行われている。例えば Babakri

et al. [2003]， Nakamura et al. [2001]， Kollman and Prakash [2002]など。

5) 認証機関が不完全な状況を扱った研究として Deand Nabor [1991]が挙げられる。
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こともない。また，課された基準を大きく超えた遵守を実行するような，所謂，

over-compliance6)の議論との関連では， 18014001は取得の有無のみを消費者

や取引相手に伝えるため，互いに認証を持つ企業間での差別化が困難であり，

over-complianceのような行動を選択するインセンテイブは極めて小さくなる

と考えられる。また，認証はシステムじ関する規格であるため，製品の品質に

ついての環境配慮を表す環境ラベルとも異なる。環境ラベルを企業が取得する

かどうかに関する理論研究としては， Amacher et aL [2004Jなどが挙げられ

る。

本論では， 18014001に代表される環境管理システム (EM8)に関する認証

を企業が取得するのかどうかという問題を垂直的に差別化された複占市場を題

材にモデル分析を行う。垂直的製品差別化を用いた複占モデルは Bonanno

[1986J， Crampes and Hollander [1995Jなど数多く存在する。企業の環境配

慮度を財の品質として捉え差別化の文脈で議論を展開する。環境配慮度につい

ては，環境負荷の低い企業が環境配慮度が高い企業，環境負荷の高い企業が環

境配慮度の低い企業と考える。環境配慮度を用いて差別化を扱った研究には，

Conrad [2005J などが挙げられる。 Conrad[2005Jでは，環境配慮型の行動

をとる企業聞の競争を水平的差別化モデルで扱っている。本研究において，特

徴となるのは認証取得による企業の環境配慮度が，取得の有無のみから判断さ

れるという点である。これは，消費者(もしくは取引相手となる企業)が認証

取得を行った企業の環境配慮の程度を正確には知ることが出来ないという情報

の非対称性が認証取得に与える影響を分析に含めるためである。

11モデル

市場には2つの企業i={h. l}が存在しておりベルトラン競争を行っている

とする。企業hの当初の環境配慮水準をEh'企業lの当初の環境配慮水準を

Elとし，Eh>E/>Oであるとする。つまり，当初，企業hの方が環境により

6) over-complianceについては， Arora and Gangopadhyay [1995]参照
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配慮した企業で、ある。また，この環境配慮水準は，例えばC0230%カットと

いったように数値化されているものであり 消費者にその水準が明らかである

ような環境問題への取り組みの程度を表している。各企業は，その生産におい

て，財 1単位につき di(> 0)の環境負荷を発生させているとしよう (0くの

くdz)。ただし，diは貨幣換算された環境負荷であり，また地球温暖化などの

ように非常に広範囲に影響を及ぼすものであり，環境の改善から消費者が直接

的に効用を得ることはないとする。各企業の生産量は，qiで表されるとする。

このとき各企業の利潤を，

πi=Piqi-C(qi， Ej) 

= (Pi-c(Ei))qi 

と表す。両企業は同質的であり，限界費用 c(・)は共通である。/また，限界費

用について，oc/oE>O， o2c/oE2>0と仮定する。これは，環境配慮水準を上

昇させると限界費用が上昇することを意味する。

次に，各企業は審査費用 K(>O)を負担することで認証取得を行うことが可

能である。審査費用Kは両企業に共通とする。認証取得を行った場合の利潤

を定義すると，認証取得には，審査費用 Kと，取得後の環境管理費用を負担

しなくてはならない。ここでの環境管理費用とは，生産において認証取得によ

り新たに追加される環境リスク管理等の業務により発生する費用である。企業

は認証を取得することで環境配慮度がEjから Ei+eに上昇すると仮定する。

その結果，認証を取得すると限界費用が c(Ei十e)になる (e>O)。このとき，

各企業の利潤は，ゎ=ρiqi-C(Ei十e)qi-Kと表される。また，企業は認証取得

を行い組織内に EMSを構築することで，環境負荷を削減するようになり，環

境負荷はAdiになるとする (0くえく1)。この認証取得によって達成される環

境負荷の低減の具体的な大きさは消費者には知ることができず，消費者は単に

認証取得の有無のみが判別可能であるとする。そのため，消費者には認証取得

した企業が環境問題に取り組んでいるということを知ることは出来るが，その

内容については知ることが出来ない。そのため企業は認証取得に最低減必要な
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水準として要求されるを選択する。そこで企業が認証取得を行った場合，消費

者はその認証取得による環境配慮度を一様に α(>0)と考えると仮定する。

消費者の間接効用は 以下のように表されるとする。

Uj=()jEi一ρi， (j=1， 2， ・・・ ;i=h， 1) 

これは消費者が，各企業の環境配慮度から効用を得る状況を表している。 E

は各企業の環境配慮度を表し，消費者は，この市場において財をたかだか1単

位を購入するものと仮定する。 ()jは消費者jの環境配慮への関心の強さを示し

ており(以下，環境配慮パラメータと呼ぶ)， 0く8くめく5とし，区間[{}，白

において一様に分布しているとする。また，1J-2B>0を仮定する。以上の設

定の下で，企業が認証取得を行うかどうかの意思決定を分析する。

(ケース 1) 両企業が認証取得を行わない場合

このとき，両企業の環境配慮水準はそれぞれ (Eh，Ez)であり， 2つの企業

の生産する財について無差別な消費者の環境配慮パラメータ 8は，。iEh-Ph=1JEz ・-pz~ e= gh-企
Eh-Ez 

である。これより，各企業への需要qiは，

-ρh-ρl 
qh= ()一一一一一
Eh-EZ 

qz= e仁左L
Eh-EI 

と表すことができる。そのため，各企業の利潤 π}は，

となり，反応関数は

πf=伊h-c(E川1J-~hゴh)
¥- Eh-EI/ 

/ρh-ρz ll¥ 
πt= {tz-c(Ez)} (一一一一一)

¥Eh-EI ~/ 

。πJ-52戸h-ρZ I c(Eh) 
一一一-ah - Eh-Ez' Eh-Ez 

θπt _Ph-2PZ IJ. I c(Eh) 一一一一一一~~z_B+一一一-
ah Eh-EZ ~'Eh-Ez 
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となる。これより，ベルトラン=ナッシュ均衡での価格が*は，

が*=3似 Eh)+c(Et) +A(28-s)} 

ρj*zf仙)はc(Et)+A(8-2s)} 

となる。(ただし，A=Eh-Etであり，これより，Aは2企業の生産する財の

(環境面での)品質の格差であり，差別化の程度を表している)

このとき，各企業の利潤 π}*は，

である。

1*ニ1-{C(Eh)-c(El)-A(25-8)}2(1-a)
9A 

J*=」一{c(Eh)-c(Et) -A(D-2s)P (l-b) 
-

9A 

(ケース 2) 両企業が認証取得を行う場合

各企業の環境配慮水準は，それぞれ (Eh+α，Et十α)と評価される。このと

き，両企業の財について無差別になる消費者の環境配慮パラメータは，

β-_P_ι企L
~ Eh-Et 

となる。これより，ベルトラン=ナッシュ均衡での価格が*は，

ー

ρ?*=3ロc(Eh十e)+c(Et+e) +A(2D-s)} 

が*ニ3仙 +e)+2c(Et十e)+A向。)}
このとき，各企業の利潤d*は，

となる。

2*と1-{c(Eh十e)-c(Et+e)-A(28-s)}2_K (2-a) 
9A 

?*=_!一{c(Eh十e)-c(Et+e) -A(8-2s)}2_K (2-b) 
9A 
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(ケース 3) 企業hが認証取得を行い，企業tが行わない場合

このとき両企業の環境配慮水準はそれぞれ(Eh十α，E1)である。 2つの企業

の生産する財について無差別な消費者の環境配慮パラメータは，

。_Ph-P_1  _-El!二企
Eh-EI十αB

である (A+α=B>O)。これより，ベルトラン=ナッシュ均衡での価格が*は，

が*ニ;似Eh+e)十c同十B(2B-fl)}

が*=;化伽e)十2c(E1)十B(B-2θ)}

となる。

このとき，各企業の利潤dキは，

t = r.1n {c(Eh+e) -c(el) -B(2B-fl)F-K (3-a) 
9B 

3*ニ 1-{c(Eh十e)-c(el) -B(B-2fl)}2 (3-b) 
9B 

である。

(ケース 4) 企業hが認証取得を行わず，1が行う場合

このとき，両企業の環境配慮水準はそれぞれ (Eh，EI+α)であるが，以下の

2つの状況が生じうる。

(i) 環境配慮度の低い企業 lが認証取得を行っても hの環境配慮度を超えな

いケース(つまり Eh>EI十αである状況)

(ii) 環境配慮度の低い企業が認証取得を行うことでの環境配慮度を超える

ケース(つまり EhくEI+αである状況)

この 2つケースは，製品差別化の程度 (Eh-E1) と，消費者の認証取得に関

する評価の大きさ αの関係によって決定されている。つまり，製品差別化の

程度が大きい場合Eh)/EI' または，差別化の程度に対して αが相対的に小さ

い場合には， (i)の状況が生じ，逆の場合には(ii)の状況が生じる。また，Eh= 
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El+αのケースについては，両社聞に差別化が存在しない。このとき， '各企業

の利潤は，費用に依存して決定される。つまり，c(Eh)， c(E1十α)の大小関係

にイ衣ることになる。

(i) Eh>El十αであるj犬;兄 :A α>0

このとき， 2つの企業の生産する財について無差別な消費者の環境配慮パラ

メータは，

β一 九-T1 一直主二宣ι
~ Eh-El一α D

である (A-α=D)oそのため，ベルトラン=ナッシュ均衡での価格ρP1は，

となる。

ρHダ此f戸れ*ヘ1= 3 α依似C吋c(Eば向E
ρ針rf?*1ニ;トk似(♂品向Eιhρ)十川+e)十D(IJ-211)}

このとき，各企業の利潤πf*1は，

である。

4*1二三一{c(Eh十e)十D(IJ-211)}2 
9D 

1[t* 1 = r. ~ {c(Eh + e) + D(21J-11)}2 
-

9D 

(ii) Eh<El+αである状況 :A-αくO

(4-al) 

(4-b1) 

このとき， 2つの企業の生産する財について無差別な消費者の環境配慮ノfラ

メータは，

β_  ph-T_1__:EJJ_二主L
- Eh-El一α D

である (A-α=D)。このとき，消費者には企業lの環境配慮度が企業hを超

えていると認識される。ただし，実際に環境により配慮しているのはどちらの

企業かは明らかではない。

そのため，各企業への需要qiは，
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qh=呼-色

付与L
と表すことができる。これよりベルトラン=ナッシュ均衡で、の価格ρfは，

ρ;?=jロc向

ρff=j附 11)は c山 e)+D(1J-2fl)} 

となる。このとき，各企業の利潤πfは，

である。

7rt: = r.1r. {c(Eh十e)十D(1J-2fl)F
9D 

πf=ユ~{c(Eh+e)+D(21J-fl)}2 
9D 

(4-az) 

(4-bz) 

以上より， (l-a)一(4-bz)をまとめると以下のような利得行列となる。各枠

内の前にある数字は上記の各ケースに対応しており，枠内の左側が企業hの，右

側が企業lの利得を表している。また記号の Cは認証取得行う (certification)， 

Nは認証取得を行わない状況 (Non-certi五cation)をそれぞれ表している。

第1-1表利得行列 (Eh>E1+αのとき)

~ C 

C ( 2 ) {c(Eh
十e)-c(E1十e)-A(20ーのl:-K.{C(Eh+e)-c(E~~e)-A(O-2のl:-K
9A --， 9A 

N (4-i) {c(Eh
十e)-c(E1+e) -A(20ーの}2 {c(Eh+e) -c(El+e) -A(e-2め}2
9D ' 9D 

¥ N 

C ( 3 ) 
{c(Eh+e)-c(1!~-B(2e-e)}2 K. {c(Eh十 e)-c(E1)-B(θ_2~)}2

9B --， 9B 

N ( 1 ) 
{c(Eh) -c(E1) -A(20-~)}2 {c(Eh) -c(E~) -A(e-2~) F 

9A 
， 

9A 
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ま7こは，

第1-2表利得行列 (Eh<Ez十αのとき)

x C 

C 
(2) {c(Eh十e)-c(Ez+e) -A(20ーのf._K， {c(Eh+e) -c(Ez十e)-A(O-2のf._K

M - M 

N 
(4-ii) ー{c(Eh)-c(Ez+e) -B(O-2の}2 一{c(Eh)-c(Ez十e)-B(20-のF

9D ' 9D 

x N 

C ( 3 ) 
{c(Eh十e)-c(~~ -B(20-fl)}2 K， {c(Eh+e) -c(~~ -B(O-2fl)}2 K 

9B --， 9B 

C ( 1 ) 
{c(Eh) -c(Ez) -A(20-fl)}2 {c(Eh) -c(Ez) -A(O-2fl)}2 

9A 
， 

9A 

111 消費者の評価の影響

前章で得られた利得行列より，ナッシュ均衡を考えることが可能である。選

択される行動は，企業聞の費用格差，消費者が認証取得をどのくらい評価する

かという αの大きさ，審査費用 Kの大きさに依存して決定される。そのため，

パラメータの変化によって選択されるナッシュ均衡は変化する。

ここでは， αに着目して分析を行う。重要な点は，認証取得に関する消費者

の評価である αは，企業の環境配慮水準を正確に反映したものであるとは限

らないということである。これは， IS014001がシステムに関する規格であり，

実際に採用される数値目標は企業が独自で決定し，また，環境報告書等による

情報開示が行われない限り消費者が企業に関して得ることのできる情報は，認

証の有無のみであるためである。

まず，両企業が同じ選択をしている場合，つまり両企業共に認証取得を行っ

ている，もしくは共に認証取得を行っていない場合の利潤は， αには直接的に

は依存しない。これは，両社ともに取得を行っている場合，仮に企業hが環
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境負荷を20%削減していて，企業lが10%削減していても，消費者には，単に

両企業ともに認証取得を行っているとしか見なされないためで、ある。そのため，

両企業ともに既存の環境配慮水準十αの評価となるので，認証取得によって

差別化の度合いが変化しない。結果として利潤に影響を及ぼすのは，当初の環

境配慮度の差ということになる。そのため，

δπi*-3πf*一δπf-3π戸ーハ
3αδαδαδαv  

となる。

次に，利得行列 1-1においては-(i))のケースで， αの変化がもたらす企業

hの利潤への影響を調べると，

δπti _ {c(Eh) -c(Ez+e) -D(2e-B.)} {c(Eh) - c(Ez+e)十D(2e-f1)} 
θα 9D2 

となる。その結果，

:::1_4* 
ラTミoif c(Eh)一c(Ez十e)注D(2e-f1) 
免_4*
ラγくoif c(Eh) -c(Ez+e)くD(2eーの

が得られる。さらに，条件4-(i)が存在するので，

:::1_4* 
立そιよくO。α

となる。同様に，企業lについては，

θπFlー{c(Eh)-c(Ez十e)-D(e-2f1)} {c(Eh) - c(Ez + e) + D(e-2f1)} 
θα 9D2 

となり，条件4-(i)を考慮すると，

ハU>
 

H
h一
α
π一
3

司び一

となる。

以上より， (4-(i))のケースでは，消費者の認証取得に関する評価αの上昇

は，企業hの利潤を減少させるので，企業hは認証取得を行うインセンテイ
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ブを増加させ，一方，企業lは， αの上昇により利潤を高めることが出来る。

次に(ケース 3)のケースについても同様の分析を行うと，

三コー3*

企業h:ラγ>0
f 三l_3*

l互主Z 1く0
I aα 

企業 1: { 中

|竺色>0
l aα 

if 0くc(Eh十e)-c(Ez)くB(8-2fl)

if B(8_:_2fl) <c(Eh+e) -c(Ez)く(28-fl) 

が得られる。この結果， 2企業聞の費用格差c(Eh+e)-c(Ez)が大きい場合に

は， αの増加は，認証取得を得ていない企業lの利潤を増加させる。一方で，、

費用格差の小さい場合には， αの増加は企業lの利潤を減少させる。これは，

αの増加によって 2企業の製品の差別化が拡大し，さらに品質の向上に伴い生

産費用が増加するために，高品質高価格の財と低品質低価格の財という2つの

タイプの財を選択するため，環境配慮度。の低い消費者には，企業lの製品の

方が魅力的になるのである。

次に，利得行列1-2の (4-(ii): EhくEz+α)のケースを考えると，

「三l_4*

|ラγくoif D(2D-fl)くc(Eh)一c(Ez+e)くD(D-2fl)
企業:{ 占

l寄与oif D(e-2fl) < c(Eh)一時e)< -D(D-2fl) 
免ー4*

企業:ラγ>0

となる。このとき c(Eh)-c(Ez十e)は認証取得による費用の増分がどの程度に

なるかによって符号が変化する。結果として，企業hの利潤は，費用格差の

小さい状況では減少し，費用格差の大きい状況では利潤が増加する。そのため，

企業 lが認証取得を行うことで，両企業の費用格差が小さくなった場合，企業

hは，認証取得を行うインセンティブを高める。一方，企業lについては，市

場に企業が2社ともに存在しているという条件の下では， αの増加によって利

潤を増加させる。ここでは消費者の評価である αが増加し，EhくEz+αであ
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る。 αが上昇すると企業聞の環境配慮度が接近するため企業hの利得は減少す

る。しかし，さらに αが上昇すると，製品の差別化が拡大し双方の利益を高

めることが可能になる。

以上より， αが増加すると，認証取得を行っている企業は，利潤を高めるこ

とになり，認証を取得していない金業は，費用格差， αの増加がどのくらいの

大きさであるかによって認証取得を行うインセンテイブを持つ場合と，持たな

い場合がある。

これらの結果をまとめると，利得行列1-1の状況において αの増加がもた

らす利潤への影響は，以下の表にまとめられる。

第2-1表 αの増減の影響 (Eh>E1十αのとき)

I~ C N 

C 0，0 
( (費用格差小さい)
+， 十(費用格差が大きい)

N 一，十 0，0 

よって，審査費用Kが小さい状況においては，企業聞の費用格差が小さい場

合，両企業が認証取得を行う状況 (C，C)がナッシュ均衡として選択されや

すい。次に，企業聞の費用格差が大きい場合には，そもそも環境配慮度の高い

企業(ここではh)が認証を取得し，低い企業は取得を行わないという状況

(C， N)がナッシュ均衡として選択されやすい。

次に，利得行列2-2の状況では，

第2-2表 αの増減の影響 (Eh<Et+αのとき)

~ C N 

C 0，0 
(一(費用格差小さい)
十， l +、 (費用格差が大きい)

N 
(一(費用格差小さい) 十
+(費用格差が大きい)， 

0，0 

Lーーーーーーーーー
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表より，Kが小さい状況では，企業聞の費用格差が小さいときには，(C， C) 

がナッシュ均衡として選択されやすい。逆に，企業聞の費用格差が大きい場合，

企業hは取得を行わず企業lが取得を行う (N，C)がナッシュ均衡として

選択されやすくなる。

IV 社会厚生に関する考察

前章の分析より，企業聞の費用格差が小さいならば，両企業ともに認証取得

を行うインセンテイフゃを高めることが明らかにされた。これは，Eh>Et+α， 

EhくEt+αのどちらの状況でも生じうる。本章では，この両企業が共に認証

を取得する状況について簡単な考察を行う。両企業が認証を取得する場合，前

章でも明らかにしたように αの大きさは直接的には企業の利潤に影響しない。

しかし，認証取得を行うことが選択されるのは，取得しない場合との利得の相

対比較に基づいているので，間接的にはαの大きさは均衡の選択に影響を及

ぼしている。そこで，このαの大きさに影響されて選択された均衡について，

両企業が認証を取得することが社会的に望ましいのかという点について考察を

行う。まず，第E章に書いたように，両企業はその生産 1単位につき di，(i= 

h， 1， 0くぬくd/)の環境負荷を発生させており，認証を取得すると，環境負荷

はAdiに減少するとする (0くえく1)。

両企業が認証取得を行っている場合の社会厚生SWccを，

rr ーi)， f{j+ 8 / T:' ， ~， ~ / T:' ， ~， l ， / i) /1， r 8+θ1  
SWCC= (8-8)卜2(Eh+α)-c(Eh+e)J+(8-8)lV2 ""e/-仰/)J 
-{dh(8-8) +d/(8-8)} 

と定義する。 α=eならば認証が正確に評価されている状況となるが，その場

合，両者が認証取得において導入する EMSの水準は一致せず，また両企業間

での Aの大きさも異なる。

次に，両企業が共に取得を行っていない場合の社会厚生SWNNを，

r.Jr.Jーi)， r 8+ 8 T"  / T"  ，1 ， / i) n， r 8-8 T:' ".，. ， 1 
SWNN=(8-めIv ~ V Eh-c(Eh) I +(8-8) I 一一~EI-C(El)I l 2 -" -'-"/ J ，，- -/ l 2 -. -'-'/ J 
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-{dh(fJーの十d1(fJ-fl)}

とする。

このとき，両企業が認証取得を行うことが，両企業が行わない場合よりも社

.会的に望ましいための条件は，SWCC_SWNN>Oだから，

一 (fJ-fJ)(fJ-fl)E_. A _ ¥ I (fJ-fJ)(fJ-fl) SWCC_SWNNー (α-LlCh)十 (α-LlCl) 
2 

-(え十1){dh (fJ-fJ)十d1(fJ-fl)}---'2K

が条件となる。(LlCiニ c(Ei十e)-c(Ei)であり，認証取得による各企業の生産

費用の増加分)

これが正になるためには，

α>xLl Ch十YLlCl十(A十1){dh (fJ-fJ) +dl(fJ-fl)} +2K 
x+Y 

/一 (Oーの(fJ+め 一(fJ-fl) (fJ+ fl) が必要となる (x=¥V VJ"，¥V  I VJ， Yー ，またOく8くOより x，
\~~ 2 ' ~ 2 

Yは共に正)。これより認証取得に関する消費者の評価αがある一定の値であ

る場合，認証取得を行うことによる企業の費用の増分LlCiが小さい場合，ま

た認証取得の審査費用Kが低い場合 また環境負荷の削減が大きい(Aが小

さい)場合に両企業が認証取得を行う方が望ましくなる。認証取得に伴う生産

費用の増加は， ac/aE> 0，δ2c/aE2> 0よりLlCh> Ll Clとなるため，当初から

環境配慮型であった企業の認証取得は 当初は環境配慮度の低かった企業の認

証取得に比べると社会的に両企業が認証取得をすることが望ましくなる領域を

相対的に大きく縮小することになる。また αの値が大きい場合，認証取得に

より社会厚生が上昇するのは消費者による認証取得への過大な評価が存在して

いる可能性があることが重要である。そのような状況下での認証取得は，消費

者が企業の真の環境配慮度を知らないことを知っている企業の戦略的行動の結

果生じるものであり，完全情報下であれば取得を行わないはずの企業による取

得が行われ実際の環境負荷はその評価ほど削減されていない場合が存在しうる。
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V 結論と今後の課題

本論では，環境管理システムの認証取得について消費者が正確に企業の環境

配慮度を知ることができない状況を複占市場を用いて分析した。認証取得をお

こなうかどうかという判断に消費者の評価と企業聞の費用格差が与える影響に

ついて分析し，企業聞の費用格差が小さい場合に，消費者の形成する認証への

評価が大きくなると両企業で認証取得を行うインセンテイプが高まることが示

された。また，社会厚生が両企業が認証取得をしていない場合と比較して高く

なる条件と，その際に情報の非対称性によって生じる問題について考察を行っ

た。これは，消費者が認証を過剰に評価した場合に生じる認証取得であり，こ

の場合，消費者は自己の認証に対する高い評価から効用を得ているが，社会が

実際に享受する環境改善は，消費者の評価を反映している保証はない。

こうした結果をもたらした要因は， IS014001のようなタイプの認証が持つ

性質それ自体に依存するところが大きい。 IS014001の認証取得はあくまでシ

ステムに関する規格であり 企業のパフォーマンスに関するものではない。そ

の結果，認証の有無と価格によって消費者の行動が決定されるため，本論のよ

うな結果が得られたので、ある。そのため，情報を持たない消費者を対象とした

場合の企業の認証取得は，常に望ましいものであるとは限らない。

次に，今後，研究されるべき問題としては重要であるのは，企業の情報開示

の問題である。企業が自社の環境配慮活動について消費者に伝達することで，

消費者は情報をより多く獲得することが可能になる。企業が情報開示を行うこ

とは，本論の文脈では，製品の差別化を行うということになる。そのため，企

業が真の自社の品質を伝える行動は，消費者と企業の間での情報格差を縮小し，

いわば社会における情報の共有を実現しうる。この場合，消費者は正確な評価

に基づいて消費行動を決定できるため 情報開示のコストが低ければ社会厚生

の増加を実現することが可能となると予想される。また，消費者が認証取得を

行った企業の環境配慮度をどのように予想するのかについての合理的行動が分
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析に導入されなくてはならない。
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